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（注）新築住宅価格は低所得者向け住宅を除くもの。

グラフで見る中国経済 2019 年２月号（Ｎｏ．１１７） 

２０１８年１０～１２月期の中国の実質ＧＤＰ（国内総生産）は前年比+６．４％（前期は同+６．５％）に減速し、２００９

年１～３月期以来の低成長となった。１０～１２月期は、小売売上高が前年比+８．２％と１５年半ぶりの低い伸びにな

るなど、個人消費の弱含みが続いた。また、１０～１２月期の通関輸出は前年比+４．０％と減速した。米政府の大規

模な対中貿易制裁の発動（９月２４日）がその背景にある。一方、１０～１２月期の固定資産投資は同+７．２％と伸び

を高めた。１８年半ば以降に習近平体制が景気下支え策の一環としてインフラ投資を拡大し、その効果が出始めた。 

【今月のトピック：習体制、大規模な経済構造改革に挑む】 ２０１８年１２月に開かれた「中央経済工作会議」では、習近平体制

が経済構造改革を全面的に推進する姿勢を鮮明に打ち出した。すなわち、同会議では習近平体制が発足（２０１２年）以来初め

て「国有資本・国有企業」の改革を深化させる方針を表明し、また「競争政策の基礎的な地位を強化し、平等な競争環境を確立」

することを強調した。さらに、同会議では２０１９年の経済運営に関わる７つの重点施策が決定され、その多くが経済構造改革

の推進という内容である。具体的には、「全面的な対外開放の推進」や「経済体制改革の加速」といった内容が盛り込まれた。 

（出所）中国人民銀行、中国国家統計局、ブルームバーグ 
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（出所）中国国家統計局、中国海関総署、中国商務部、中国汽車工業協会、中国物流購買連合会、中国人民銀行、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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